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平成２０年１０月 

宮 城 県 

【宮城県内企業のＢＣＰ策定への取組に関するアンケート】結果について 

 

 

  

 

 

 

□ 調査概要 

①調 査 時 期 平成 20 年５月 30 日（金）から平成 20 年６月 20 日（金）まで 

 ②調 査 区 域 宮城県内 

 ③調 査 対 象 宮城県内に所在する従業員規模が３０名以上の民営事業所から 

抽出した 1,939 社（製造業 878 社，非製造業 1,061 社） 

 ④調 査 方 法 郵送による調査票の配布，回収 

 ⑤調査基準日 平成 20 年６月１日 

⑥回答企業数 661 社（回答率 34.1％  H19:５９４社 ３4.4％） 

⑦調 査 内 容 防災対応，ＢＣＰに関する企業の取組，行政に対する要望など 

□調査結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※ＢＣＰとは（Business Continuity Plan『緊急時企業存続計画』の頭文字の省略） 
企業が自然災害，大火災，などの緊急事態に遭遇した場合において，事業資産の損害を最小

限にとどめつつ，中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために，平常時に行う

べき活動や緊急時における事業継続のための方法，手段などを取り決めておく経営計画のこ

と。 

□ 本県アンケート結果において，全国との BCP 策定状況と比較するために内閣府が平成 20 年１月に実施した，「企業

の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」における集計結果を掲載している。 

□ 上記調査概要は下記のとおり。 

・ 調査範囲 大企業，中堅企業及びこれらを除く資本金１億円以上の企業に該当する 4,979 社 

・ 調査時期 平成 20 年１月 

・ 回答数  1,518 社（回収率 30.5％） 

・ 防災計画については，17.1%（113 社）の企業が整備された災害対応文書を有しているが，保

有していない企業は 41％（271 社）と最も多い。内閣府「企業の事業継続及び防災の取組に関

する実態調査」において，整備された災害対応文書の保有は，47.7%となっている。本県の調

査は，比較的小規模の事業所を含んでいることもあり，防災計画の策定率は大きく下回ってい

る。 

・ ＢＣＰを「策定した企業」は 5.3%（35 社），「現在策定中」は 5.6%(37 社)であり，全体の 10.9%

（72 社）にとどまるが，「策定したい」，「策定を検討してもよい」とする企業は 36.2%（239 社）

であり，ＢＣＰの必要性は多くの企業で認識されている。 

・ また，ＢＣＰ策定済，策定中，今後策定意向の企業では，「今後取引条件にＢＣＰ策定を条件と

する可能性がある」とする割合が高い。 

・ 本社を宮城県内におく企業は，本社を他の都道府県におく企業よりも，防災計画，ＢＣＰの策

定割合は低いが，今後の策定の意向については前向きな企業が多い。 
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Ⅰ 回答企業の概要 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

49.3%

50.2%

0.5%
Ⅰ－５ 業種別回答企業数

製造業

非製造業

無回答

▽ 回答企業数は 661 社，仙台圏が過半を占める。 
▽ 約 66％が従業員（正社員）99 人以下の企業。 

57.8%

11.2%

8.6%

9.7%

5.6%

4.1% 3.0%

Ⅰ－１ 回答企業の所在地

仙台圏域

大河原圏域

大崎圏域

石巻圏域

栗原圏域

登米圏域

気仙沼圏域

29.2%

69.3%

1.5%

Ⅰ－２ 回答企業の本社所在地

他都道府県

宮城県内

無回答

N=661 
N=661 

1.8%

36.6%

27.4%

13.0%

4.5%

3.5%

4.5%
3.2%

5.4%

Ⅰ－３ 回答企業従業員規模（パート，派遣社員除く）

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

無回答

N=661 

0.0%

16.8%

17.5%

12.3%

4.5%

3.6%3.6%

2.3%

39.3%

Ⅰ－４ 回答企業従業員数（正社員，パート，派遣社員含む）

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

無回答

N=661 

▽ 製造業の回答率＝37.1％ 
▽ 非製造業の回答率＝31.3％ 

N=661 
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Ⅱ 防災対策について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▽ 全体の 42.8%の企業がなんらかの防災計画を「持っている」と回答しており，昨年度

（H19:40.4％）より微増となった。 
▽ 従業員規模別に，従業員 99 人以下の企業では，防災計画の保有率が 50%を下回る結果となっ

た。 

内閣府調査では

全体の 47.7%の

企業でなんらか

の防災計画を保

有している。 

113社, 17.1%

170社, 25.7%
20社, 3.0%81社, 12.3%

271社, 41.0% 6社, 0.9%

Ⅱ－１ 災害への対応計画（防災計画）の整理状況

持っている

十分ではないが

持っている

現在作成中

作成予定

持っていない

無回答

N=661 

77社

10社

21社

9社

5社

32社

11社

74社

14社

5社

68社

社 20社 40社 60社 80社 100社

食料品

繊維製品

紙・印刷

化学

鉄工

非鉄・金属

一般機械

電気機械

輸送用機械

ゴム製品

その他

Ⅰ－５－① 製造業（業種別）

74社

9社

12社

21社

82社

64社

70社

社 20社 40社 60社 80社 100社

建設業

卸売業

小売業

金融・保険・不動産

港湾・運輸・倉庫

サービス

その他

Ⅰ－５－② 非製造業（業種別）

59社, 

8.9%

577社, 

87.3%

25社, 3.8%
Ⅰ－６ 上場・非上場別

上場企業

非上場企業

無回答

201社, 

30.4%

438社, 

66.3%

22社, 3.3%
Ⅰ－７ 親会社の有無

有

無

無回答

N=661 
N=661 

N=326 N=332 
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▽ 上場企業では 76.3％(H19:78.6％)が何らかの防災計画を持っているが，非上場企業は 39.9％
（H19:36.3％）にとどまっている。 

▽ 非製造業の方が，製造業より防災計画の策定割合が高い。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

5社

1社

32社

19社

18社

5社

8社

13社

12社

15社

3社

46社

49社

25社

9社

5社

11社

7社

1社

5社

6社

4社

1社

2社

1社

2社

1社

33社

23社

13社

1社

7社

1社

12社

7社

125社

81社

25社

14社

1社

5社

1社

1社

1社

3社

1社

Ⅱ－２ 災害への対応計画（防災計画）の整理状況（従業員規模別）

持っている

十分ではない

が持っている

現在作成中

作成予定

持っていない

無回答

N=661 

76.3％ 

39.9％ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

非製造業

製造業

69社

44社

2社

84社

84社

8社

12社

1社

34社

46社

132社

139社

5社

1社

Ⅱ－４ 業種別の防災計画策定状況

持っている

十分ではない

が持っている

現在作成中

作成予定

持っていない

無回答

N=661

46.1％ 

39.3％ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

非上場

上場

6社

80社

27社

2社

150社

18社

1社

18社

1社

4社

74社

3社

11社

250社

10社

1社

5社

Ⅱ－３ 上場・非上場別の防災計画策定状況

持っている

十分ではない

が持っている

現在作成中

作成予定

持っていない

無回答

N=661 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料品

繊維製品

紙・印刷

化学

鉄工

非鉄金属

一般機械

電気機械

輸送用機械

ゴム製品

その他

8社

1社

3社

2社

2社

2社

14社

1社

1社

10社

17社

1社

8社

4社

1社

7社

2社

24社

5社

2社

13社

2社

1社

1社

1社

5社

2社

12社

1社

1社

5社

2社

11社

14社

38社

5社

9社

2社

2社

17社

7社

20社

8社

2社

29社

1社

Ⅱ－５ 業種別の防災計画策定状況（製造業）

持っている

十分ではない

が持っている

現在作成中

作成予定

持っていない

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▽ 本社所在地が県内企業より，県外の企業の方が防災計画の策定割合が高い（持っている＋十分で

はないが持っている）。 

▽ 化学，鉄工，ゴム製品等の業種で策定割合が高い（持っている＋十分ではないが持っている）。 

▽ 金融・保険・不動産，その他等の業種で策定割合が高い（持っている＋十分ではないが持っている）。

N=326

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

卸売業

小売業

金融・保険・不動産

港湾・運輸・倉庫

サービス

その他

20社

3社

6社

9社

10社

21社

17社

2社

1社

8社

17社

17社

22社

3社

1社

1社

3社

9社

2社

2社

10社

5社

6社

24社

4社

6社

6社

43社

29社

20社

1社

1社

2社

1社

Ⅱ－６ 業種別の防災計画策定状況（非製造業）

持っている

十分ではない

が持っている

現在作成中

作成予定

持っていない

無回答

N=332

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

他都道府県

宮城県

3社

41社

69社

57社

113社

1社

6社

13社

23社

58社

5社

63社

203社

1社

3社

2社

Ⅱ－７ 本社所在地別の防災計画策定状況

持っている

十分ではない

が持っている

現在作成中

作成予定

持っていない

無回答

N=661 
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Ⅲ ＢＣＰについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▽ 全体では「聞いたことがあり意味も理解している」が 30.3％，（H19:17.2％），「聞いたことは

あるが意味は理解していない」が，25.1％（H19:27.6％）となった。 
▽ 「聞いたことがない」は，43.1％（H19:52.4％）となった。 
▽ 昨年度より，BCP の認知度（「聞いたことがあり意味も理解している」＋「聞いたことはある

が意味は理解していない」）は 10 ポイント以上向上した（H19:44.8％→H20:55.4％）。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

他都道府

県

宮城県内

2社

6社

11社

1社

81社

160社

6社

101社

270社

3社

5社

15社

Ⅱ－９ 取引を行う際に相手企業に防災計画策定を求めるか（本社所在地別）

防災計画の有無を取

引要件としている

防災計画を持つ企業を

優先して取引することと

している

今後，防災計画策定を

考慮して取引先を選択

する可能性がある

防災計画策定を取引

先には求めない

無回答

N=661

200社, 30.3%

166社, 25.1%

285社, 43.1%

10社, 1.5%

Ⅲ－１－① BCPの認知度

聞いたことがあ

り意味も理解し

ている

聞いたことはあ

るが意味は理

解していない

聞いたことがな

い

無回答

N=661 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

非製造業

製造業

総計

2社

2社

8社

9社

17社

113社

129社

242社

3社

196社

178社

377社

13社

10社

23社

Ⅱ－８ 取引を行う際に相手企業に防災計画策定を求めるか（業種別）

防災計画の有無を取引の

要件としている

防災計画を持つ企業を優

先して取引することとしてい

る

今後，防災計画策定を考

慮して取引先を選択する可

能性がある

防災計画策定を取引先に

は求めない

無回答

N=661 
2.9％ 
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▽ 従業員規模が大きい企業ほど認知度が高い。 

▽ 本社が県外にある企業ほど認知度が高い。 

▽ 仙台圏域，栗原圏域，気仙沼圏域で認知度が低い。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

10社

1社

50社

48社

31社

8社

12社

22社

18社

10社

6社

58社

52社

15社

14社

5社

4社

2社

14社

5社

132社

77社

38社

8社

6社

4社

1社

2社

2社

4社

2社

Ⅲ－１－② BCPの認知度（従業員数別）

聞いたことがあり意

味も理解している

聞いたことはあるが

意味は理解していな

い
聞いたことがない

無回答

N=661

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

他都道府県

宮城県内

3社

68社

129社

2社

52社

112社

5社

73社

207社 10社

Ⅲ－１－③ BCPの認知度（本社所在地別）

聞いたことがあり意

味も理解している

聞いたことはあるが

意味は理解してい

ない

聞いたことがない

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

気仙沼圏域

石巻圏域

登米圏域

栗原圏域

大崎圏域

仙台圏域

大河原圏域

6社

15社

9社

4社

25社

115社

26社

1社

21社

8社

15社

14社

85社

22社

13社

27社

7社

18社

18社

177社

25社

1社

3社

5社

1社

Ⅲ－１－④ BCPの認知度（企業所在地圏域別）

聞いたことがあり意

味も理解している

聞いたことはあるが

意味は理解していな

い

聞いたことがない

無回答

N=661

N=661
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35社, 5.3% 37社, 5.6%

83社, 12.6%

156社, 23.6%

70社, 10.6%

280社, 42.4%

Ⅲ－２－① BCP策定状況

既に策定している

策定中である

策定したい

策定を検討してもよい

当面，策定する予定はない

無回答

▽ ＢＣＰを「策定している」という企業は 5.3％と昨年度（H19:6.7％）より低下したものの，

「策定中」を含めると，10.9％と昨年度（H19:9.8％）を若干上回った。 
▽ 「策定したい」「策定を検討してもよい」は，36.2％（H19:57.4％）と大幅に減少した。 

▽ 従業員規模の大きい企業ほど，ＢＣＰの策定に前向きな傾向にあるが，９人以下の企業では

「当面策定する予定がない」とする割合が高い。 

内閣府調査 
BCP 策定率＝11.5％

▽ 製造業の方が非製造業より認知度が高い。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

非製造業

製造業

2社

80社

118社

1社

71社

94社

176社

109社

5社

5社

Ⅲ－１－⑤ BCPの認知度（業種別）

聞いたことがあり

意味も理解してい

る

聞いたことはある

が意味は理解して

いない

聞いたことがない

無回答

N=661

N=661

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

1社

8社

4社

2社

1社

3社

8社

8社

2社

1社

4社

6社

6社

4社

2社

6社

6社

7社

1社

15社

25社

14社

3社

8社

5社

5社

7社

1社

60社

51社

19社

9社

4社

5社

4社

7社

26社

18社

8社

5社

1社

1社

15社

2社

129社

77社

37社

8社

6社

5社

1社

Ⅲ－２－② BCP策定状況（従業員数別）

既に策定している

策定中である

策定したい

策定を検討してもよ

い

当面，策定する予定

はない

無回答

N=661
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

非製造業

製造業

23社

12社

14社

23社

1社

32社

50社

1社

62社

93社

1社

32社

37社

169社

111社

Ⅲ－２－④ BCPの策定状況（業種別）

既に策定している

策定中である

策定したい

策定を検討しても

よい

当面，策定する予

定はない

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料品

繊維製品

紙・印刷

化学

鉄工

非鉄・金属

一般機械

電気機械

輸送用機械

ゴム製品

その他

2社

5社

1社

4社

2社

1社

1社

社

3社

1社

11社

1社

3社

8社

1社

2社

2社

3社

2社

17社

1社

14社

19社

4社

9社

1社

2社

10社

3社

23社

6社

16社

5社

1社

2社

2社

6社

8社

3社

1社

9社

41社

5社

8社

3社

1社

10社

5社

10社

3社

3社

22社

Ⅲ－２－⑤ BCPの策定状況（製造業業種別）

既に策定している

策定中である

策定したい

策定を検討しても

よい
当面，策定する予

定はない
無回答

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

他都道府県

宮城県内

17社

18社

20社

17社

2社

25社

56社

1社

41社

114社

1社

20社

49社

6社

70社

204社

Ⅲ－２－③ BCPの策定状況（本社所在地別）

既に策定している

策定中である

策定したい

策定を検討しても

よい
当面，策定する予

定はない
無回答

▽ 県内に本社を持つ企業のＢＣＰ策定率は，3.9％と，昨年度（H19:3.4％）から微増 
▽ 策定企業数も本社を県内に置く企業（H19:13 社→H20:18 社）は増加している。 

▽ 製造業業種別では，「電気機械」での策定率が高く。策定済企業のうち 14.3％を占める。 

8.8％ 

3.9％ 
N=661 

N=661 

N=326 

▽ 製造業の方が，ＢＣＰの取組意欲は高い。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

卸売業

小売業

金融・保険・不動産

港湾・運輸・倉庫

サービス

その他

10社

2社

3社

2社

6社

4社

1社

3社

3社

2社

1社

9社

1社

2社

2社

6社

6社

6社

14社

2社

2社

3社

16社

9社

16社

5社

2社

9社

10社

6社

32社

5社

8社

9社

45社

35社

35社

Ⅲ－２－⑥ BCPの策定状況（非製造業業種別）

既に策定している

策定中である

策定したい

策定を検討しても

よい
当面，策定する予

定はない
無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

無

有

22社

13社

1社

22社

14社

3社

48社

32社

4社

109社

43社

1社

45社

24社

13社

192社

75社

Ⅲ－２－⑦ BCPの策定状況（親会社の有無別）

既に策定している

策定中である

策定したい

策定を検討しても

よい
当面，策定する予

定はない
無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

▽ 上場企業でのＢＣＰの策定率（23.7％）が高い（非上場企業:3.6％）。 

▽ 非製造業業種別では，「建設業」での策定率が高く。策定済企業のうち 28.6％を占める。 

N=332 

N=661 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

非上場

上場

21社

14社

27社

10社

3社

74社

6社

7社

141社

8社

3社

63社

4社

12社

251社

17社

Ⅲ－２－⑧ BCPの策定状況（上場・非上場別）

既に策定してい

る
策定中である

策定したい

策定を検討して

もよい
当面，策定する

予定はない
無回答

N=661 
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2.8%

10.4%

10.4%

8.3%

4.2%

31.3%

2.8%

4.9%

25.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

過去に事業の中断を経験したため

他社の事業の中断で必要性を認識したため

親企業からの要請

既存取引企業からの要請や新規顧客獲得のため

自社のブランドイメージ向上のため

内部統制，企業の社会的責任（CSR）の一環

ＢＣＰのＩＳＯ規格化を見据えて

その他

無回答

Ⅲ－４－① BCPに取り組む契機（策定企業＋策定中企業 選択肢：２つまで）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  【その他の記載】 
   ○ ＩＳＯ14001 取得の際に危機管理規定作成済み。 
   ○ 本社での対応事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▽ ＢＣＰに取り組む契機としては，「内部統制，企業の社会的責任（ＣＳＲ）の一環」が 40%と

高い割合になっている。 

▽ ＢＣＰを「当面策定する予定はない」とする理由としては，「経営環境が厳しく社員や資金

をＢＣＰ策定に充てる余裕がない」が 32.9％（H19:29.9％）と最も多い。次いで「策定方法

がわからない」「ＢＣＰを策定しても有効性に疑問がある」がそれぞれ 20.0％（H19:31.6％，

8.0％）。 

内閣府調査でも

「社会的責任，情

報提供活動の観

点から」という理

由の割合が最も

高い 

内閣府調査で

は「策定に必要

なノウハウ・ス

キルがない」，

「策定する人

手を確保でき

ない」，「法令，

規制等の要請

がない」などの

割合が高い 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

総計

3社

3社

1社

1社

1社

9社

5社

5社

4社

14社

3社

3社

8社

5社

3社

1社

23社

4社

5社

2社

1社

2社

14社

1社

4社

3社

1社

9社

1社

1社

Ⅲ－３－① BCP策定予定なしの理由（従業員数別）

緊急事態が発生して

も経営上の問題は発

生しないと考えている

ＢＣＰを策定しても有

効性に疑問がある

経営環境が厳しく社

員や資金をＢＣＰ策定

に充てる余裕がない

策定方法がわからな

い

その他

無回答

N=70 

N=72 
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  【ＢＣＰに取り組む契機：その他】 
   ○ リスクマネジメントを勉強してＢＣＰを知った。 
   ○ 公益事業として，事業継続や早期復旧が他企業以上に求められることから。 
 

▽ 製造業においては，「内部統制，企業の社会的責任（ＣＳＲ）の一貫」に次いで「ＢＣＰのＩ

ＳＯ規格化を見据えて」，「他社の事業中断で必要性を認識したため」が高い割合を示している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他都道府県

宮城県内

2社

2社

8社

7社

7社

8社

8社

4社

2社

4社

26社

19社

2社

2社

1社

6社

18社

18社

Ⅲ－４－② BCPに取り組む契機（策定企業＋策定中企業：本社所在地別 選択肢：２つまで）

過去に事業の中断を経験

したため

他社の事業の中断で必要

性を認識したため

親企業からの要請

既存取引企業からの要請

や新規顧客獲得のため

自社のブランドイメージ向

上のため

内部統制，企業の社会的

責任（CSR）の一環

ＢＣＰのＩＳＯ規格化を見据

えて

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

食料品

繊維製品

紙・印刷

化学

鉄工

非鉄・金属

一般機械

電気機械

輸送用機械

ゴム製品

その他

総計

3社

3社

3社

1社

1社

5社

1社

2社

13社

2社

6社

1社

9社

3社

1社

4社

8社

1社

2社

3社

社

1社

1社

1社

9社

3社

15社

1社

1社

1社

1社

4社

2社

1社

3社

1社

2社

1社

2社

1社

2社

1社

2社

11社

Ⅲ－４－③ BCPに取り組む契機（BCP策定企業＋策定中企業：製造業業種別 選択肢：２つまで）

過去に事業の中断を経

験したため

他社の事業の中断で必

要性を認識したため

親企業からの要請

既存取引企業からの要

請や新規顧客獲得のた

め
自社のブランドイメージ

向上のため

内部統制，企業の社会

的責任（CSR）の一環

ＢＣＰのＩＳＯ規格化を見

据えて

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

建設業

卸売業

小売業

金融・保険・不動産

港湾・運輸・倉庫

サービス

その他

総計

1社

1社

1社

1社
2社

1社

2社

2社

1社

6社

1社

1社

1社

1社

4社

2社

1社

3社

14社

1社

4社

4社

4社

3社

30社

1社

1社

2社

4社

7社

1社

4社

4社

7社

24社

Ⅲ－４－④ BCPに取り組む契機（BCP策定企業＋策定中企業：非製造業業種別 選択肢：２つまで）

過去に事業の中断を経験

したため

他社の事業の中断で必要

性を認識したため

親企業からの要請

既存取引企業からの要請

や新規顧客獲得のため

自社のブランドイメージ向

上のため

内部統制，企業の社会的

責任（CSR）の一環

ＢＣＰのＩＳＯ規格化を見据

えて

その他

無回答

N=35 

N=37 

N=72 



 - 13 - 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▽ ＢＣＰの策定に当たって困難な点としては，「被害想定の決定」が 27.8％，「ＢＣＰの解説

書などが少ない」が 11.1％，「自社で策定する上で予算や人員，知識が不足している」が 13.9％
となった。 

内閣府調査では

「策定に必要な

ノウハウ・スキ

ルがない」，「策

定する人手を確

保できない」，

「部署間の連携

が難しい」など

の割合が高い。 

40社, 27.8%

2社, 1.4%

16社, 11.1%
20社, 13.9%

3社, 2.1%

10社, 6.9%

3社, 2.1%

50社, 34.7%

Ⅲ－５－① BCP策定に当たって困難な点（策定企業＋策定中企業 選択肢：２つまで）

被害想定の決定

経営者層への説得

ＢＣＰの解説書などが少ない

自社で策定する上で予算や

人員，知識が不足している

専門のコンサルタントが不

足している

サプライチェーンとの連携構

築

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

2社

6社

5社

4社

2社

6社

7社

8社

1社

1社

1社

3社

3社

3社

3社

3社

1社

2社

3社

3社

2社

1社

4社

4社

1社

1社

1社

1社

1社

1社

1社

4社

2社

1社

2社

2社

10社

11社

5社

3社

2社

9社

8社

Ⅲ－５－② BCP策定に当たって困難な点（策定企業＋策定中企業：従業員数別 選択肢：２つまで）

被害想定の決定

経営者層への説得

ＢＣＰの解説書などが少

ない

自社で策定する上で予算

や人員，知識が不足して

いる
専門のコンサルタントが

不足している

サプライチェーンとの連

携構築

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

製造業

20社

20社 2社

9社

7社

7社

13社

2社

1社

2社

8社

3社 31社

19社

Ⅲ－５－③ BCP策定に当たって困難な点（策定企業＋策定中企業：業種別 選択肢：２つまで）

被害想定の決定

経営者層への説得

ＢＣＰの解説書など

が少ない

自社で策定する上で

予算や人員，知識が

不足している

専門のコンサルタン

トが不足している

サプライチェーンとの

連携構築

その他

無回答

N=72 

N=72 

N=72 
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▽ ＢＣＰの有無を聞かれたことがある企業は，全体の 10％（H19:10.7％） 

ＢＣＰを既に策定している企業がＢＣＰを効果的・継続的に運用していく上での課題 

（主な記述） 

 ○ 常に緊張感を持続するための仕組み作りが課題。また，機能させること。 
 ○ 人材育成と継続的見直し及び被災想定訓練 
 ○ 全社員及びサプライチェーンへの浸透と理解 
 ○ トップの決断力と意識 

66社, 10.0%

314社, 47.5%

281社, 42.5%

Ⅲ－６－① 外部からのBCP策定の問い合わせ

有

無

無回答

N=661 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料品

繊維製品

紙・印刷

化学

鉄工

非鉄・金属

一般機械

電気機械

輸送用機械

ゴム製品

その他

総計

3社

1社

10社

2社

4社

20社

1社

1社

2社

1社

2社

4社

7社

4社

1社

1社

3社

4社

13社

1社

1社

7社

1社

8社

1社

2社

2社

2社

6社

1社

5社

19社

Ⅲ－５－④ BCP策定に当たって困難な点（策定企業＋策定中企業：製造業業種別 選択肢：２つまで）

被害想定の決定

経営者層への説得

ＢＣＰの解説書など

が少ない

自社で策定する上

で予算や人員，知
識が不足している

専門のコンサルタン

トが不足している

サプライチェーンと

の連携構築

その他

無回答

N=35 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

卸売業

小売業

金融・保険・不動産

港湾・運輸・倉庫

サービス

その他

総計

12社

1社

2社

2社

2社

20社

3社

2社

1社

3社

9社

1社

1社

3社

1社

1社

7社

1社

1社

2社

2社

2社

1社

1社

1社

3社

11社

1社

3社

5社

3社

8社

31社

Ⅲ－５－⑤ BCP策定に当たって困難な点（策定企業＋策定中企業：非製造業業種別 選択肢：２つまで）

被害想定の決定

経営者層への説得

ＢＣＰの解説書などが

少ない

自社で策定する上で

予算や人員，知識が

不足している

専門のコンサルタント

が不足している

サプライチェーンとの

連携構築

その他

無回答

N=37 
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▽ ＢＣＰ策定の問い合わせ元は，「既存取引先」，「親会社・関連会社」，「金融機関」が多くな

っており，特に「既存取引先」の割合が高い。 

▽ 従業員規模が大きい企業ほど問い合わせを受けている割合が高い。 

▽ 製造業において問い合わせを受けている割合が高い。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

3社

15社

11社

8社

4社

4社

11社

10社

18社

10社

96社

94社

40社

18社

13社

15社

10社

15社

2社

131社

76社

38社

8社

6社

4社

1社

Ⅲ－６－② 外部からのBCP策定の問い合わせ（従業員数別）

有

無

無回答

N=661 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

非製造業

製造業

22社

44社

3社

144社

167社

166社

115社

Ⅲ－６－③ 外部からのBCP策定の問い合わせ（業種別）

有

無

無回答

N=661 

8社, 12.1%

40社, 60.6%

2社, 3.0%

7社, 10.6%

3社, 4.5%
6社, 9.1%

Ⅲ－７－① BCP策定の問い合わせしてきた相手方

親企業・関連企業

既存取引先

新規取引先

金融機関

その他

無回答

N=66 



 - 16 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▽ ＢＣＰの有無を取引の条件としている企業は無かったが，「ＢＣＰを持つ企業と優先して取

引することとしている」が 1.4％（H19:0.7％），「今後ＢＣＰ策定を考慮して取引先を選択す

る可能性ある」が 26.5％（H19:35.5%）となっている。 
▽ 全般的に，ＢＣＰの有無を取引条件としているところはまだ少数であるが，今後取引条件と

してく可能性があるとする企業も相当数見られる。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

2社

6社

8社

32社

1社

1社

6社

1社

2社

1社

3社

3社

Ⅲ－７－② BCP策定問い合わせ相手方（業種別）

親企業・関連企業

既存取引先

新規取引先

金融機関

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

非上場

上場

8社

1社

27社

12社

2社 4社

3社

3社 3社

3社

Ⅲ－７－③ BCの策定問い合わせ相手方（上場・非上場別）

親企業・関連

企業
既存取引先

新規取引先

金融機関

その他

無回答

0社, 0.0%
9社, 1.4%

175社, 26.5%

175社, 26.5%

302社, 45.7%

Ⅲ－８－① 取引においてＢＣＰの有無を問うか

ＢＣＰの有無を取

引要件としている

ＢＣＰを持つ企業を

優先して取引する

こととしている

今後，ＢＣＰ策定を

考慮して取引先を
選択する可能性が

ある
ＢＣＰ策定を取引

先には求めない

無回答

N=66 

N=66 

N=661 
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Ⅳ－１ ＢＣＰ策定に当たっての国・自治体への要望事項（選択肢：３つまで）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅳ 行政に対する要望等 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▽ 「概略的なセミナー」の要望も多いが，「ＢＣＰ策定に関するノウハウの提供」，「実際にＢ

ＣＰ策定を目指す研修会」等ＢＣＰ策定につながる支援が求められている。 
▽ 企業間の情報交換，行政機関との情報共有，地域社会との仲介なども求められている。 

▽ 従業員規模 1,000 人以上の企業において，今後ＢＣＰを取引条件としていく可能性があると

している割合が高い。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

2社

3社

1社

2社

1社

7社

5社

42社

48社

26社

10社

9社

12社

16社

12社

4社

59社

49社

22社

10社

4社

12社

3社

17社

3社

139社

81社

38社

10社

9社

4社

1社

Ⅲ－８－② 取引においてＢＣＰの有無をとうか（従業員数別）

ＢＣＰの有無を取引要

件としている

ＢＣＰを持つ企業を優

先して取引することとし

ている

今後，ＢＣＰ策定を考

慮して取引先を選択す

る可能性がある

ＢＣＰ策定を取引先に

は求めない

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

非製造業

製造業

4社

5社

74社

101社

3社

76社

96社

178社

124社

Ⅲ－８－③ 取引に当たってＢＣＰの有無をとうか（業種別）

ＢＣＰの有無を取引

要件としている

ＢＣＰを持つ企業を

優先して取引するこ

ととしている

今後，ＢＣＰ策定を

考慮して取引先を

選択する可能性が

ある
ＢＣＰ策定を取引先

には求めない

無回答

N=661 
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無回答

9人以下

10人～49人

50人～99人

100人～199人

200人～299人

300人～499人

500人～999人

1000人以上

2社

3社

1社

2社

1社

7社

5社

42社

48社

26社

10社

9社

12社

16社

12社

4社

59社

49社

22社

10社

4社

12社

3社

17社

3社

139社

81社

38社

10社

9社

4社

1社

Ⅲ－８－② 取引においてＢＣＰの有無をとうか（従業員数別）

ＢＣＰの有無を取引要

件としている

ＢＣＰを持つ企業を優

先して取引することとし

ている

今後，ＢＣＰ策定を考

慮して取引先を選択す

る可能性がある

ＢＣＰ策定を取引先に

は求めない

無回答

N=661 

N=661 
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【その他の記載】 
   ○ 近い将来発生が予測される宮城県沖地震の大地震に備え，行政と連携していきたいので，

ＢＣＰのノウハウをどんどん提供して欲しい。 
   ○ 以前行政より，概略的なセミナーは聞いたのですが，中小企業にとっては，ノウハウも

なく「具体的にどうしたらいいかが解らない」そのあたりの指導を行政の方で助けていた

だきたい。 
   ○ 社会インフラ（水道，ガス，道路）の被害想定に関する情報提供 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他の自由記載事項（抜粋） 

○ 企業の存続が行政の役割と考えているため，行政にはその維持，継続に対する指導，協力をお

願いしたいと思います。 
○ リスクと業務への影響の洗い出しまでは，ある程度可能ですが，実際の災害では建物崩壊，停

電など想像もつかないことが多々発生すると思われます。ついては，あらゆる可能性を踏まえ

た対応策について，多くの情報提供を受けたいと思っております。 
○ ＢＣＰを作成しないで，災害に見舞われて倒産に追い込まれるリスクと，ＢＣＰを作成するこ

とにより社員や資金を費やすことで本業の負担を多大にして倒産に追い込まれるリスクを比

較してどちらのリスクが大きいかがＢＣＰ策定の判断になるでしょう。 
○ ＢＣＰ策定を検討したいが，やはり有効性に疑問がある。 
○ 今回送付いただいた資料を見て，その重要性，必要性を強く感じました。勉強していきたいと

思っています。よろしくお願いします。 
○ 製造業の場合は，計画策定にあたり，公共インフラの RTO（特にエネルギー，水，下水道，

ガス）がどうなるかが必要不可欠で，しかも非常に重要な情報となります。現状ではほとんど

明確な回答はいただけませんので，自分たちで想定して自社のＢＣＰを策定している状態で

す。その前提条件により計画内容が大幅に変わってしまいますので，是非早急に明示して

いただくことを強く希望します。 

本調査についてのお問い合わせ先。 
宮城県経済商工観光部商工経営支援課 商工経営指導班 

   〒980-8570 宮城県仙台市本町三丁目８－１ 県庁１４階 
   e-mail: syokeisiks@pref.miyagi.jp 電話 022-211-2742 ＦＡＸ022-211-2749 
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Ⅳ－２ ＢＣＰ策定に当たって国・自治体に求める事項（製造業・非製造業の別）

非製造業

製造業


